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組織における恒常性と組織変革

モメンタムに関する一考察

一一一組織変革の「振り子プロセス・モデル」の構築に向けて一一ー
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はじめに

本論における主要な問題意識とは，第一に組織変革プロセスにおいて経営

トップが創造する変革ピジョンの特質と，それに組織を適合させることを追求

する組織変革マネジメントの功罪を明らかにすること，第二に変革マネジメン

トにおいては，変化に際して定常状態へ戻ろうとする組織の恒常性への対処だ

けではなく，組織の恒常性ゆえに変革プロセスにおいて付随的に生じる「変革

モメンタム」への対処が重要であることを強調することにある。

以下では，まず組織変革の意義と課題について触れたうえで，既存の組織変

革論において共有される諸前提について確認し，それらの前提に対して批判的

な検討をくわえることとする。そして，既存の組織変革論への批判的検討を踏

まえたうえで，最後に組織変革の「振り子プロセス・モデル」を提起する。

I 組織変革の意義と組織変革論における展開

1 組織変革の意義と課題

1) 組織変革の意義

今日の経営組織が直面している外部環境は，経営のグローパル化や各種の技

術革新の進展，労働市場における流動性の増大といった構造的な変化を背景と

して，かつてないほどに流動的な動きを見せ，また環境変化のスピードも増加
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の一途をたどっている。このような流れのなかで，既存ビジネスのライフ・サ

イクルは従来よりも短期化し 同時に将来市場の先行きの見通しはますます不

確実なものとなりつつある。

このような経営環境下において，経営組織が長期的な生き残りを実現するた

めには，外部環境に自らの組織を継続的に適合させることが必要とされる。す

なわち，外部環境の変化を経営ピジョンや経営戦略に反映させ，さらに組織構

造や組織プロセスに有効に取り込むことによって，外部環境に継続的に適合す

るよう自らを革新しつづけることが，経営組織の長期的な生き残りにとっては

不可欠である。

このように，組織変革の取り組みとは，経営組織の今後の存続を左右する外

部環境への適応手段のひとつとして位置づけられる。特に外部環境の不確実性

が増大するのに伴い，組織変革の成果が組織の生き残りを規定する側面がます

ます大きくなりつつあると考えられる。その意味では，組織変革に関わる問題

は，今日の経営組織にとって，組織の「生き残り」に関わる最も重大な経営問

題として位置づけることができるだろう。

2) 合理的な組織変革における課題

組織変革の成否は，経営組織の生き残りの鍵を握るわけだが，組織変革の取

り組みを合理的に推進するにあたっては，どのような困難が想定されるだろう

か。そこで，以下では組織変革の合理的な取り組みが直面する諸々の課題につ

いて列挙しよう。

①外部環境の認識と分析

既に指摘したとおり j 経営組織が直面する今日の外部環境は変化と複雑性に

富んだものである。そのような外部環境の変化を，組織は果たして的確に認識

し分析することができるのだろうか。確かに，組織とは個人の合理的能力の限

界を克服し，協働の成果を実現するための社会的なシステムである。しかしな

がら，流動的な経営環境の現状や将来を的確に認識し，それを合理的に分析で

きるだけの能力が組織に備わっているか否かについては疑問の余地が大いにあ
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るだろう。

② 組織変革の対象の選択

仮に外部環境の現状や将来の環境変化を正確に分析できたとしても，組織の

業績や成果を高める変革対象を果たして合理的に特定することができるのかと

いう問題がある O

組織変革の取り組みにおいては，現在や将来の経営環境の変化に合わせるか

たちで組織内部の構成要素である組織構造や組織プロセス，人事システム，組

織文化などを変革することによって，組織的な成果を改善することが想定され

ている。すなわち，組織変革の取り組みを通じて，組織と外部環境との適合性

を増大させることによって，組織の存続能力の強化を図ることが期待されてい

るのである。しかしながら，組織の構成要素である組織構造や組織プロセス，

人事システム，組織文化と外部環境の諸要素との間には複雑な相互作用や因果

関係が存在しているため，組織変革の対象を合理的に選択することは実は容易

ではない。

③ 外部環境と組織の構成要素との適合性の追求

仮に組織変革の対象を合理的に選択できたとしても，組織における多様な構

成要素間の整合性や，組織と外部環境との適合性を具体的にどのように高める

のかという問題がある。

組織の構成要素には，技術的な側面や政治的な側面，文化的な側面など多様

な側面があり，それらの諸側面が相互に絡み合うかたちで組織は全体として構

成されている (Tichy[1983J)。したがって，たとえば人事制度を変革するに

しても，上記の多様な側面の整合性に配慮しながら制度改革を進める必要があ

る。同時に，その他の構成要素である組織構造や組織プロセス，組織文化を，

新たな人事制度と適合するかたちで変革しなければ，結果として，大きな変革

成果を期待することは難しいだろう。さらに，このような組織の多様な構成要

素の包括的な変革が，外部環境の変化と適合したものでなければ，変革の成果

はそもそも実現できない。
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このように，組織変革において大きな成果を得るためには，組織における整

合性や適合性を高めることが重視されるわけだが，組織の多様な構成要素聞で

の整合性を追求しつつ，同時に外部環境との聞での適合性を追求することは，

実際的な観点から決して容易ではない。

④外部環境の不安定さと時間的制約

仮に上記の①~③の諸問題を合理的に解決できたとしても，この組織変革プ

ロセスを達成するためにはどの程度の時間と労力が必要とされるのかという問

題がある。

というのも，仮に多大な時間と労力をかけることで①~③のプロセスに対処

できるとしても，その組織変革プロセスが進められている最中にも外部環境上

の変化は不断に進行するため，できるだけ時間をかけずに①~③の変革プロセ

スを推進することが要求されるからである。すなわち，組織変革の取り組みは

常に時間的制約のなかで行われるものであり，タイミングを逸した組織変革か

らは，それがいかに完全な取り組みといえども，大きな成果を期待できない。

また，組織変革に要する多大なコストに見合うだけの変革上の成果が果たして

得られるのかという問題もある。すなわち，組織変革のために多大なコストを

かけ，そのコスト負担の大きさのために，組織の存続能力が阻害されるような

ことがあれば，それは組織変革の意義から考えて本末転倒である。したがって，

時間的制約とコスト面での制約をいかにクリアするのかという課題に組織変革

は対処しなければならない。

このように変革プロセスを合理的に推進しようとする場合，組織変革は多様

な問題に直面せざるを得ない。これらの問題を要約するならば，それは第一に

合理的分析手法の限界に関わる問題，第二に組織における適合性追求の限界に

関わる問題，第三に外部環境の断続的な変化に伴う組織変革の時間的制約の問

題として整理することができるだろう。
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2 組織変革論における展開

組織変革における上記の諸課題を前提として，組織変革論では以下のような

議論の流れを確認することができる。ひとつは外部環境の断続的な変化を前提

として，漸進的で小規模な変革の積み重ねを志向するよりも，断続的で大規模

な系断裁変革の推進を志向する議論の流れである。そして， もうひとつは組織変

革を推進する担い手として，合理的な分析やプランよりも変革ビジョンや変革

リーダーシップを重視する議論の流れである。

1) 断続的かつ大規模な組織変革の推進

組織変革においては，不連続かつ急激な環境変化に対処すべく，組織の多様

な構成要素の変革を個々バラバラに漸進的に進めるのではなく，同時並行的か

っ急激に展開することが重視される。これは，組織変草に課された時間的制約

への対応であると考えられる。なお 組織変革の成果を高めるための指標とし

て，組織の多様な構成要素聞の適合性や整合性を増大させることが重視される

(Nadler & Tushman [1977]， Tichy [1983]， Tushman & O'Reilly [1997])。す

なわち，短期間のうちに組織の多様な構成要素を包括的に整合させるかたちで

変革しなければ，変革上の大きな成果は期待できないとこれらの議論では考え

られている。

2) 変革ピジョンおよび変革リーダーシップ

複雑で流動的な外部環境下においては，組織が合理的な環境分析によって環

境適応を図るという手法の有効性自体に限界が生じている。このような限界を

踏まえて， リーダーシップを重視する組織変革論では，変革の成功要因として

以下の要因を指摘している (Bennis[1994]， Gardner [1996]， Kotter [1996])。

①経営トップが変革ビジョンを創造し，組織の将来の大まかな進路を規定

すること

② 変革プロセスを推進するための変革リーダーシップが有効に発揮される

こと

すなわち，組織の多様な構成要素の方向性を束ね それらの相互の適合性を
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高める役割を果たすものとして重視されているのが，経営トップによって組織

に提示される変革ビジョンである。ここで変革ビジョンによって主導される組

織変革プロセスとは，外部環境の合理的な分析に基づいて，新たな戦略の策定

や組織の編成を追求する変革プロセスというよりも，むしろ組織全体の進むべ

き将来の大まかな進路を規定する変革ビジョンを経営トップが明確に示すこと

によって，その変革ビジョンに沿うかたちで組織の多様な構成要素のベクトル

を束ね，組織全体としての整合性を高めることで，流動的な外部環境において

生き残りを図る組織変革プロセスであるといえる。

11 組織における「恒常性J概念と組織変革プロセス

以上では，組織変革の意義と課題について検討し，さらに組織変革論の今日

的な議論の流れについて確認した。以下では，まず組織変革論の諸類型を確認

したうえで，既存の組織変革論が依拠してきた組織の「恒常性」概念について

触れ，組織の「恒常性」を前提に展開されてきた組織変革論の意義について考

察することとしよう。

1 組織変革論の諸類型

既存の組織変革論は，各々が前提とする組織観に基づいて，いくつかの類型

に分類することができる (Morgan[1986J， Cameron & Green [2004J)。

そのひとつは，組織を合理的な機械に喰える立場である。この立場から展開

される組織変革論では， [探索→計画→行動→統合]といった変革のマネジメ

ント・プロセスを合理的に展開することが重視される (Bullock& Batten 

[1985J)。

一方，組織を政治体として見なす組織変革論では，組織変革とは組織内にお

ける希少資源の配分を見直すプロセスとして位置づけられる。すなわち，組織

で最も重要な意思決定とは希少資源の配分に関わる決定と見なされ，それゆえ

に，組織変革プロセスにおいては組織内における政治マップに対処することに
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大きな注意が払われる (Pfeffer[1981J)。

他方，組織をあたかも生命体のように外部環境に適応的なオープン・システ

ムとして見なす立場から展開された組織変革論で、は，組織にとっての「定常状

態」を想定し，組織は自らの変化に際しでも常に定常状態に戻ろうとする「恒

常性」をもっ存在で、あるとの想定に立って組織変革の議論が展開された。以下

では節をあらためて，組織の「恒常性」を前提とする組織変革論について概説

しよう。

2 組織の「恒常性J概念と組織変革論

組織の恒常性とは，変化に際しでも定常状態に戻ろうとする組織の特性を指

す。したがって，組織変革の取り組みにおいて変革の成果を確固たるものにす

るためには，いかにして既存の定常状態から組織を脱却させ，新たな定常状態

に移行・定着させるかが重要なポイントとなる。以下では，組織の恒常性に着

目する代表的な手掛裁変革論について概説する。

Lewin [1951Jは，変革プロセスを変革の推進力と抵抗力とのせめぎ合いの

プロセスとしてモデル化した。また，変革プロセスに関する議論のなかで，①

解凍(unfreezing) ②移行 (moving) ③再凍結 (refreezing) の3段階か

ら構成される変革プロセス・モデ、ルを提示した。まず第1段階の「解凍」段階

とは，これまで身につけてきた行動パターンや正しいと信じてきた信念が必ず

しも望ましくなく，何らかの変革が必要であることを組織成員に認識させるこ

とに重点をおく段階である。続く「移行」段階とは，新たに身につけるべき行

動パターンや価値観などを組織成員に身につけさせることに注力する段階であ

り，最後の「再凍結」段階とは，新しい行動パターンや価値観を組織成員に定

着させるための段階である。この変革プロセス・モデルの意義は， I移行J段

階よりも「解凍Jおよび「再凍結」段階を重視した点にある。すなわち，この

モデルの「解凍」段階が示唆するのは，組織成員は現状から容易には変わろう

としないという基本認識であり，また「再凍結」段階が示唆するのは，組織成
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員が現状から仮に変わったとしても容易に元の状態に戻るという基本認識であ

る。さらにこれらの基本認識を通底する大前提として，組織では変化に際して

定常状態へ戻ろうとする恒常性の力が支配的であり，それは組織変革を抑制す

る力として作用するとの基本理解がある。したがって，組織変革の取り組みに

おいては，組織の既存の定常状態を解くための「解凍」段階と，新たな定常状

態に組織を定着させる「再凍結」段階に注力することで，組織の恒常性に対処

することが重要視される。

一方， Nadler & Tushman [1977] による組織モデルの特徴は，組織を外部

環境に適応するオープン・システムとしてモデル化した点にある。このモデル

における組織とは，外部環境からのインプットを外部環境へのアウトプットに

変型するスループットとして概念化されている。変型プロセスとしての組織の

構成要素としては，公式の組織編成，タスク，個人，非公式組織が想定されて

おり，これらの諸要素聞の整合性が高いほど，スループットとしての組織が全

体として生み出す成果は大きくなると考えられている。またこのモデルでは，

組織変革に際して上記の組織の構成要素すべてに注意を払わなければ，仮に単

独の構成要素だけを変革したとしても，時間の経過とともに組織は元の定常状

態に戻ってしまうことが示唆されている。

さらに， Senge et al. [1999]においても，重要な組織変革を持続させること

が困難な根拠として，組織におけるバランス・プロセスを指摘し，変革に際し

ては組織におけるバランス力への対処が重要であることを主張している。

上記の宗主L織の恒常性を前提とする組織変革の議論からは，組織の構成要素聞

の適合関係が組織の恒常性に及ぼす影響について共通の示唆がみられる。すな

わち，組織が新たな変化に際して元の定常状態に戻ろうとする恒常性とは，現

在の組織内の構成要素聞で保たれている「適合性」や「バランス」に起因する

という考えである。具体的には，組織の多様な構成要素は，各自の部分最適化

もしくはシステムの全体最適化の観点から構成要素間での相互バランスを志向

しており，その相互パラシス状態を組織全体の定常状態として志向している。
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そのため，仮に一部の構成要素だけに変化がもたらされたとしても，組織の各

構成要素は当初の相互バランス状態を回復すべく，一時的に変化した構成要素

に対して元の定常状態に戻るように圧力をかけるという考えである。

それゆえ，外部環境の新たな変化に現在の奇跡哉を適合させるためには，組織

内の特定の構成要素だけを変革するのではなく，新たな適合状態を組織内部の

多様な構成要素間に創り出し，その新たな定常状態に組織システム全体を定着

させることが重要となる。すなわち，仮に組織の恒常性を前提とするならば，

組織変革の取り組みにおいて一定の成果を上げるためには，多様な構成要素聞

の包括的な適合関係を変革の対象とし，それらの適合関係を包括的に変革する

ことが不可欠であるとの考えに行き着くことになるふ

3 既存の組織変革論において共有される諸前提

以下では，既存の組織変革論の議論において共有されている諸前提を整理し

たい。そのうえで，次章では既存の組織変革論に対して，批判的な検討を加え

ることとする。

1) 組織における恒常性と適合性について

既存の組織変革論においては，組織の恒常性と適合性に関して，以下の諸前

提を共有しているように考えられる。

・組織は外部環境との聞に適合状態を維持で、きなければ長期的に存続できな

し、。

-組織変革の意義とは，組織の長期的な存続を可能とすることにある。

・組織変革のプロセスにおいては，主として組織と外部環境との不適合状態

を解消し，両者間に新たな適合状態を創り出すことが主要な課題となる 0

・組織における多様な構成要素は，部分最適化もしくは全体最適化の論理に

基づ、いた相互バランス状態を志向し，その状態を組織の定常状態としてい

る。

-組織の多様な構成要素は，変革に際して元の定常状態に戻ろうとする恒常
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性をもっD

・組織と外部環境との聞で、新たな適合状態を創出するためには，組織内の多

様な構成要素聞に存在する既存の適合関係を包括的に変革することが求め

られる。

2) 変革ピジョンと変革リーダーシップについて

さらに，変革ビジョンおよび変革リーダーシップについては，下記の諸前提

が共有されていると考えられる。

・流動的かつ不確実な環境下で組織変革を推進するにあたっては，合理的な

環境分析よりも，経営トップがタイムリーに創造する変革ビジョンが重要

な役割を果たす。

・組織と外部環境との聞の適合関係は，経営トップの変革ビジョンによって

媒介される。

・組織内部の多様な構成要素聞の包括的な適合関係は，経営トップの変革ビ

ジョンによって規定される。

3) 組織変革の意義とプロセス

上記の諸前提を整理し，組織変革の意義とプロセスを図解したものが第 1図

である。そこでは，組織と外部環境との聞の不適合状態を解消し，両者の聞に

新たな適合状態を倉Ij出する担い手として，経営トップによる変革リーダーシッ

プおよび変革ビジョンが想定されている。すなわち，外部環境と組織との適合

関係を媒介する役割が，経営トップの変革リーダーシップには期待されており，

経営トップによってタイムリーに創造される変革ビジョンによって，組織と外

部環境との聞に新たな適合状態が創り出されると考えられている。また，部分

最適化の観点から組織の多様な構成要素聞で保たれていた相互バランス関係が，

変革ピジョンによる全体最適化の観点から包括的に変革されるプロセスが想定

されている。
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第1図組織変革の意義とプロセス

-変革リーダー，変革ビジョンの不在 1 1・現在の外部環境と変革ビジョンとの

1 l.. 1 適合
・現在の外部環境と組織の不適合 閣闇砂|

1--'-1・変革ビジョンと組織との適合

・組織の構成要素の部分最適化状態 1 1・組織構成要素の全体最適化状態

-変革ビジョンおよび変革戦略の創造と浸透

. I適合性j重視の組織変革マネジメント

111 既存の組織変革論の批判的検討

以上では，手掛裁変革の成果を規定する，要因として，第一に経営トップがタイ

ムリーに変革ビジョンを創造し 外部環境と組織との聞に新たな適合状態を創

造すること，第二に組織内部の構成要素間に存在する既存の適合状態を解き，

変革ビジョンと整合させるかたちで全体最適化の観点から，組織の多様な構成

要素間に新たな適合状態を定着させることの重要性を指摘した。

しかしながら，既存の組織変革論の議論に従って上記の組織変革プロセスを

徹底し，大きな変革成果を実現できた組織は，その後も引き続き，高い成果を

持続させることができるのだろうか。すなわち トップの変革ピジョンに基づ

いて，全体最適化の観点から組織の多様な構成要素聞の適合関係を包括的，に変

草することで大きな変革成果を達成した来旦織は 果たして長期的な存続能力を

本当に高めることができるのだろうか。

結論から言うと，既存の組織変革論において重視される上記の変革プロセス

を徹底し，一時的に組織変革の成果をあげたキ断哉ほど，長期的な観点からみる

と，実は組織の存続能力が阻害される危険性があると本論では考えている。以

下では，変革ビジョンと組織の恒常性に依拠する組織変革のジレンマを明示す

ることによって，その根拠を明らかにしよう。
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1 経営トップの変革ビジョンに依存する組織変革のジレンマ

1) 問題の提起:組織における「過剰適合性」概念とその弊害

組織変革に際して経営トップがタイムリーに創造する変革ビジョンとは，外

部環境と経営戦略および組織を媒介する役割を果たしている。すなわち，今日

の経営トッフ?には不連続かつ急激に変化する外部環境の将来を見極め，外部環

境と組織との将来的な相互作用を見通すことによって，組織が将来的に進むべ

き進路を大まかに規定する変革ビジョンを創造する役割が求められている。そ

して， その変革ピジョンに整合するように，経営戦略や組織を新たに編成し直

，すことによって，組織は流動的な環境下での生き残りを図っていると考えられ

る。

しかしながら， ここで重視されている経営トップの変革ビジョンとは，客観

的な環境分析から導き出される合理的指針というよりも，経営トップの過去の

多様な事業経験における成功や失敗からの学習を通じて形成された価値的およ

び規範的な性質を持つものであろう。もしそうならば，仮に経営トップの変革

ビジョンによって主導された組織変革において，大きな変革成果が実現されれ

ばされるほど，経営トップおよび組織成員は，変革ピジョンやそれに基づく経

営戦略の正しさや有効性を強く学習し，時に固執するようになる (Argyris & 

Schon [1978]， Amburgey & Miner [1992])。ここで， ある組織が特定の変革

ビジョンに過剰に適合し，経営戦略や組織行動を硬直化させることは，将来の

環境変化に対するその組織の適応可能性が阻害されることを意味している

(Weick [1976])。特に変化の激しい経営環境下では，特定の変革ビジョンの

もとで組織の多様な構成要素が緊密に整合するかたちで編成されればされるほ

ど，将来の環境変化に対する組織の適応能力は阻害されると考えられる。

たとえば，組織変革プロセスにおいて経営トップの変革ピジョンおよび変革

リーダーシップを重視する代表的な議論として， Kotter [1995] を挙げること

ができる。 ここで議論される変革プロセスとは，第 1図と同様に単線プロセス

としてモデル化されている。すなわち，議論の出発点(変革プロセスの起点)
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を，組織と外部環境との不適合状態とし，また議論の到達点(変革プロセスの

終点)を，組織と外部環境の適合状態とする議論の枠組みがとられている。そ

して，変革の初期段階では経営トップが創造する変革ビジョンを組織全体に念

入りに浸透させることに大きな力点が置かれ，また変革の最終段階で、は組織変

革の成果を文化や制度として念入りに組織全体に定着させることの重要性が強

調されている。

しかしながら，経営トップの変革ビジョンの周知徹底を重視し，変革成果を

制度化することで組織への定着を図る土記の単線プロセスの議論は，組織が適

応すべき外部環境が今後さらに変化する可能性を必ずしも考慮せず，あたかも

安定的な環境下での 1回きりの組織変革プロセスを想定しているようである。

というのも，仮に外部環境の不確実性や流動性を前提とするならば，経営トッ

プの変革ビジョンや一時的な変革成果に過度にコミットすることは，長期的な

組織の適応可能性を阻害することを意味するからである。

より具体的に考えよう。経営トップの変革ピジョンによって媒介された外部

環境と経営戦略および組織との聞に非常に?齢、適合関係が現時点で生まれたと

しよう。換言すれば，経営トップの変革ビジョンに従って取り組んだ組織変革

が現在の外部環境とうまくマッチして，組織業績の大幅な向上がみられたとい

うケースである。この場合，組織変革の成果が非常に大きく劇的なものであれ

ばあるほど，経営トップによって示された変革ビジョンは，その有効性や正し

さが経営トップ自身や組織成員から強く学習されるようになる。その結果とし

て，組織は変革の成果を確固たるものとし，またさらなる変革成果を追求する

なかで，変革ビジョンとより緊密に適合するように，組織の多様な構成要素を

再編成するようになる。

上記の状態こそが，組織における「過剰適合状態」ーと本論が想定する状態で

ある。組織における過剰適合状態では，現時点において，組織と外部環境との

聞に強い適合状態がみられ，丈幅な業績の向上がみられる。ここで，組織と外

部環境との適合状態は経営トップの変革ビジョンによって媒介されている。そ
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-変革リーダー，変革ピ

ジョンの不在

-現在の外部環境と組織と

の不適合

-組織の構成要素の部分最

適化状態

第181巻第1号

第2図 組織変革プロセスの拡張

-現在の外部環境と変革ピ

ジョンの適合。-変革ピジョンと組織との
適合

-組織の構成要素の全体最

適化状態

-現在の外部環境と組織の

過剰適合

場|・変革山ンと組織の過
| 剰適合

・将来の外部環境と組織と

の不適合

既存の組織変革モデルの守備範囲
変革リーダーの神格化と組織行動の硬直化

.変革ビジョンの制度化と外部環境との講離

こでは，大きな変革成果を実現した変革リーダーが組織内で権威とされ，その

変革ビジョンと組織内の構成要素との適合性を極限まで高めることが組織全体

で追求される。また，仮にその後のプロセスで変革成果が頭打ちになったとし

ても，その停滞の原因は変革ビジョンの不徹底に求められ，変革ビジョンの実

現に向けた組織変革のさらなる徹底が組織全体で追求される。それゆえ，過剰

適合状態に陥った組織で志向される組織変革プロセスとは，組織行動の硬直化

や特定資源の高度化が進行し，結果として，将来の環境変化に対する組織の長

期的な適応能力を阻害するプロセスとしてモデル化することができる(第2図

参照)。

2) 本論の主張:組織変草の新たな意義の提起

「過剰適合性」の概念を組織変革プロセスに導入するならば，組織変革の対

象とは，現在の外部環境や変革ビジョンと不適合を起こしている組織の構成要

素だけではない。ここでの中断裁変革の対象とは，逆説的なようだが，むしろ現

在の外部環境や変革ピジョンに過剰な適合状態を示している組織の構成要素で

ある。

既存の組織変革論では，経営トップによる変革ピジョンに対して，外部環境

とキι織を媒介し両者の適合状態を創造する役割を想定してきた。しかしながら，
特に流動的な環境下においては，変革成果の大きさゆえに特定の変革ビジョン

に過剰に固執したり，その変革ビジョンとの整合性を過剰に意識した組織デザ、
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-変革リーダー，変革ピ

ジョンの不在

-現在の外部環境と組織と

の不適合

-組織の構成要素の部分最

適化状態

第3図 組織変革プロセスの再拡張

-現在の外部環境と変革ピ

ジョンの適合

亡〉 -変革ビジョンと組織との適合

-組織の構成要素の全体最

適化状態

。l・現在の外部環境と組織の
『 過剰適合、

既存の組織変革モデルの守備範囲
-変革ビジョンと組織の過

剰適合

-既存の変革ピジョンの棄却

-意図的な組織不適合状態

の創出

・将来の外部環境と組織と

の適合

-将来の外部環境と組織と

領|の不適合

-既存の変革ピジョンと組織との適合性を緩める0

.組織内部の組織要素聞の整合性を緩める。

新たな組織変革モデルの守備範囲

インや戦略策定を追求したりすることは，長期的な組織の生き残りの観点から

すると阻害要因として作用しかねない。その危険性を必ずしも十分に指摘して

こなかった既存の組織変革論には，重大な欠点があるといわざるを得ないだろ

つ。

本論において新たに拡張された組織変革プロセスを前提に議論するならば，

時として既存の変革ビジョンを棄却することで，既存の変革ビジョンと組織の

構成要素との間の緊密な整合性を解き，逆に意図的な不適合状態(アンバラン

ス)を組織に創り出すことも，経営トップに求められる変革リーダーシップの

役割と考えられる(第3図参照)。特に変化の激しい経営環境下において，組

織が長期的に存続するためには，過剰適合状態から脱却し，外部環境に対して

「適応しつつ適応しない」動態的なスタンスをとることが重要であると本論で

は考えてし、る。
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組織の「恒常性jを前提とする組織変革のジレンマ

1) 問題の提起: r変革モメンタム」概念と組織変革のオーバーラン現象
既存の組織変革論では，変革に際して定常状態に戻ろうとする組織の恒常性

を前提として，変革プロセスを推進するための議論が展開されてきた。この議

論では，組織の既存の定常状態を解くことの重要性が指摘され，また組織に新

たな定常状態をもたらすことの困難さが強調された。要するに，既存の定常状

態に常に戻ろうとする組織の恒常性の強さと，それにともなう組織変革の困難

性を強調する議論が，組織変革論では一般的に展開されてきた。

しかしながら，組織変革のプロセスを推進するうえでの難しさとは， r頑な
に変化しようとしないjという組織の現状維持志向や，静態的な恒常性ばかり

に起因するものなのだろうかというのが本論におけるもうひとつの問題提起で

ある。以下では，その根拠について説明する。

まず，組織の恒常性を前提とする場合に必要とされる「変革の勢い」につい

て考えてみよう。「頑なに変化しようとしない」組織観を前提とするならば，

そのような頑なな組織において変革を推進するためには，組織内における既存

の均衡状態を破り，現状の恒常性を打破するための推進力として，変革目標に

向けられた相当強力な変革推進力が必要とされる。換言すれば，変革のゴール

に向けた相当強力な推進力がなければ，恒常性に支配された組織において変革

の成果をあげることは期待できないと考えられる。

ここでいったん視点を変えて 「慣性」の概念について考えるならば，慣性

とは「じっと静止し続けようとする性質」と同時に「同じ方向に運動し続けよ

うとする性質Jを意味する。この慣性概念を組織変革の議論に応用するならば，

既存の組織変革論は，組織の「じっと静止し続けようとする性質J，すなわち

組織の静態的な慣性には十分に注目してきたが， r同じ方向に運動し続けよう
とする性質J，換言すれば，組織の動態的な慣性には必ずしも十分な注意を

払ってこなかったのではないだろうか。

というのも，仮に組織の恒常性を前提とするならば，変革プロセスを推進す
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るためには相当強力な変革推進力が必要とされる。この変革推進力が十分なも

のでなければ，組織は既存の定常状態に戻ってしまい，新たな定常状態へと移

行することができないからである。ということは，組織変革プロセスにおいて

新たな定常状態へと移行できた組織とは，相当強力な変革推進力にサポートさ

れ，変革ゴールに向けて強力に勢いづけられた運動体としての組織であると考

えられる。

ここで，動態的な慣性の意味合いである「同じ方向に運動し続けようとする

性質」に立ち返るならば，組織変革の取り組みにおいて，変革目標に向けた強

力な推進力によって特定の方向に向かつてひとたび動きだし，変革成果を実現

した組織にとって，その組織変革の取り組みを急にやめたり，変革の方向性を

柔軟に転換したりすることは容易なことではないのではないかという「変革モ

メンタム」仮説が提起できる。

すなわち，常に変化を拒もうとする強力な「恒常性」を組織に想定するなら

ば，その組織を新たな定常状態に移行させるためには，相当強力な変革推進力

が組織に課されなければならない。換言すれば，変革ゴールに向けて強力に勢

いづけられた運動体としての組織のみが変革の成果を実現できることになる。

しかしながら，動態的な慣性の意味合いからすると，強力な推進力にサポート

されつつ特定の変革目標に向かつて走り始め，成果をあげた組織にとって，そ

の組織変革の取り組みを急にやめたり，変革の方向性を柔軟に転換したりする

ことは，組織の恒常性を破ることと同程度に困難な取り組みではないかと本論

では考えている。さらに言うならば，組織変革で成果をあげるために必要とさ

れる変草の推進力の強さと，それによって生み出される「変革モメンタム」の

強さゆえに，変革ゴールに向けて勢いづ、いた組織を当初意図した目標地点に止

められない事態，すなわち「変革のオーバーラン現象」にこそ，組織変革プロ

セスを統制するうえでの困難さがあるのではなし、かと本論では考えている。

2) 本論の主張:組織変革の「振り子プロセス・モデル」の提起

上記の議論で明らかにしたように，組織変革モデルの構築にあたっては，組
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第4図 組織変革の振り子プロセス・モデル

既存の組j織変革モデルの守備範囲
-変革リーダーの神格化と組織行動の硬直化
.変革ピジ、ヨンの制度化と外部環境との誰離

統合化

プロセス

-変革リーダー，変革ピジ、ヨ 仁〉
ンの不在

-現在の外部環境と組織との

不適合

-組織の構成要素の部分最適

化状態 〈コ
分極化

プロセス

-現在の外部環境と変革ピ

ジョンの適合

-変革ピジョンと繍との適

ムロ

-組織の構成要素の全体最適

化状態

-既存の変革ビジョンの棄却

-意図的な組織不適合状態の創出

-将来の外部環境と組織との適合

共同体化

吟

〈コ

-現在の外部環境と組織の過

剰適合

-変革ピジョンと組織の過剰

適合

-将来の外部環境と組織との

不適合

-組織全体を束ねるビジョンとリーダーシップの欠如

・部門主義部門・個人間の壁，縄張り意識，既得権

-既存の変革ビジョンと組織との適合性を援める0

.組織内部の組織要素間の整合性を藤める。

益の囲い込み (例):各部門の活動の自律性を高める。

新たな組j識変革モデルの守備範囲

織の静態的な恒常性ばかりに注目するのではなく，その静態的な恒常性ゆえに，

組織変革プロセスの推進に必要とされる変革推進力と，その変革推進力の強さ

によって生み出される「変革モメンタム」概念をモデルに同時に組み込む必要

があると本論では考えている(第4図参照)。

ここで「変革モメンタム」とは，変革推進力の強さゆえに，それに必然的に

付随するかたちで生じる組織の動態的な慣性として位置づけることができる。

第4図に即して説明すると，モデル右側の領域である「組織の過剰適合状態」

とは，組織変革の「統合化プロセスJで必要とされる変革推進力の強さゆえに，

「変革モメンタム」が組織に生み出され，その結果として，手掛哉が「共同体化
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プロセス」を進んだ状態として概念化することができる。

一方，組織を「過剰適合状態」から脱却させるための変革プロセスである

「ルース化プロセスJにおいても，同様に「変革モメンタム」が生み出され，

その結果として，組織は「分極化プロセス」に進むことが，このモデルでは想

定されている。過剰適合状態においては，全体最適化の観点から，組織の構成

要素間で極度の整合性が追求されており，その相互バランス状態が組織の定常

状態となっている。したがって，仮に一部の構成要素を他の要素から切り離そ

うとしても，全体最適化の観点からすぐに元の定常状態に戻そうとする組織の

恒常性が，組織の過剰適合状態においては作用すると考えられる。したがって，

過剰適合状態を脱却するための「ルース化プロセスJには，各構成要素聞にみ

られる極度の整合性を解くために強力な変革推進力が求められ，その結果とし

て，組織には変革モメンタムが生じると考えられるのである。

このように，モデル左側の組織の過剰不適合領域においては，組織の多様な

構成要素が部分最適化の観点から相互バランス状態を志向し，その状態を定常

状態とする組織の恒常性が支配的であるのに対して，モデル右側の過剰適合領

域では，全体最適化を極度に追求する立場から多様な構成要素聞の相互バラン

ス状態が追求され，その状態を定常状態とする組織の恒常性が支配的であると

考えられる。

そして，モデルの両極にそれぞれ存在する組織の恒常性にあらがうかたちで，

組織変革プロセス(統合化プロセスとルース化プロセス)は展開され，それに

ともなう変革モメンタムゆえに，もう一方の極の定常状態へと組織がヲ|っ張ら

れていくプロセス(共同体化プロセスと分極化プロセストを，本論の「振り子

プロセス・モデル」では想定している。

IV まとめと今後の課題

1 組織変革の「振り子プロセス・モデルjによって提起される新たな論点

以下では，組織変革の「振り子プロセス・モデル」が提起する新たな論点に
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ついて列挙することで 本論のまとめとしたい。

・組織変草の意義とは，組織における適合性の増大を追求する「統合化プロ

セス」だけではないのではないか。

・組織における適合性の増大を過度に重視し，それを過剰に追求する考え方

は，特に流動的な外部環境下では，組織の長期的な存続にとってむしろ阻

害要因として働くのではないか (1共同体化プロセスJ)。

-キ断誌における適合性を追求するだけではなく，むしろ意図的に現状の適合

性を低下させ，組織の構成要素聞や外部環境との聞に不適合状態(アンバ

ランス状態)を創り出すことも，組織変革マネジメントの重要な意義では

ないか (1ルース化プロセスJ)。

・上記の認識に立つならば，組織とは，現在の外部環境や変革ビジョンとの

適合関係に関して， 1過剰不適合状態J(=モデル左側の領域)と「過剰適

合状態J(=モデル右側の領域)を両極にもつ軸線上で，組織変革と変革

モメンタムを媒介として，不断の往復運動を繰り返す運動体として捉えら

れないか。

-組織変革とは，組織における適合性に関して， 1現在の適合性」と「将来

の適合性jという必ずしも両立しない矛盾する要素に同時に対処する取り

キ丑みとして捉えられないか。

・そのような組織変革における矛盾の存在や，矛盾から生じる緊張状態が，

組織に変化をもたらす原動力として作用しているのではないか

(Cameron & Quinn [1988]，大月 [1999])。

・組織変革を媒介とする上記の断続的なプロセスを通じて，組織は不断に動

態を経験しており，この種の動態こそが，組織に多様な学習機会と経営資

源の蓄積をもたらし，その結果として，組織に長期的な適応能力をもたら

す役割を果たしているのではないか。
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2 今後の検討課題

今後の検討課題について，最後に簡単に触れることとしたい。まず，本論で

は組織における適合性概念を中心に，組織変革プロセスについての考察を進め

てきたが，組織の適合性を測定するための次元と基準は必ずしも明確にされて

いない。また，本論において提起された「振り子プロセス・モデルJにおいて

は，時間軸をいかに扱うかが不明である。

本モデルにおいて，組織の適合性をいかに測定し時間軸をいかに扱うのかと

いう問題は，組織の適合性をどのタイミングでいかに測定し評価するのかとい

う問題であり，組織の「過剰適合性」や「過剰不適合性」をいかに同定するの

かという問題とも密接に関わるものである。その意味では，これらの論点は同

モデルの有効性を規定する中核的な要素であり，今後の研究課題としたい。

さらに，本論ではし、かに経営トップおよびミドルが変革プロセスを主導する

のか，その具体的な変革行動や，その際の困難性については考察されていなし、。

また，手掛哉変革プロセスにおける組織内政治の役割や変革への抵抗についても

十分な検討がなされていない。これは本論の主要な問題関心が，第一に斉射哉変

革フ。ロセスにおいて経営トップが創造する変革ピジョンやそれへの適合性を過

度に追求する組織変革マネジメントの功罪を「過剰適合性J概念に基づいて明

らかにし，第二にキι織の恒常性ゆえに組織変革プロセスにおいて付随的に生じ

る「変革モメンタムJへの対処の重要性を明らかにするといったマクロ的視点

に立脚したものであったためで、ある。それゆえ，本論では経営トップや組織成

員のミクロ的視点に立った変革行動について十分に議論できなかった。特に組

織変革プロセスの推進力を高めるためには，組織変革の担い手の視点に立って

具体的な変革行動について考察することが不可欠である。これらの論点につい

ては今後の研究課題としたい。

【付記} なお，本論文は，文部科学省科学研究費補助金・基盤研究 (B)Iネット

ワーク組織の変革管理におけるコミュニケーション開発と学習への構造効果」
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(代表者:京都大学大学院経済学研究科・教授・若林直樹，平成19~21年度，

課題番号:19330083)の研究成果の一部を活用したものである。
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